
次世代育成支援対策推進法に 基づく 
特定事業主行動計画に 関する策定状況の 調査結果について 

( 平成 1 7 年 4 月 1 日現在 ) 

国及び地方公共団体 ( 都道府県、 市区町村 ) の機関においては、 次世代育 
成支援対策推進法に 基づき、 平成 1 6 年度中に、 特定事業主行動計画を 策定 
することとされているが、 平成 1 7 年 4 月 1 日現在における 策定状況を調査 
し 、 別添のとおりとりまとめたのでご 報告します。 
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次世代育成支援対策推進法に 基づき、 国及び地方公共団体 ( 都道府県、 市区 
町村 ) は、 その職員等に 関し、 平成 1 6 年度中に、 特定事業主行動計画を 策定 
することとされているが、 平成 1 7 年 4 月「 日 現在において、 国及び全都道府 
県 、 全市区町村を 対象に、 その策定状況を 調査した結果は 次のとおりであ る。 

[ 国の機関 ] ( 法令上策定義務のあ るすべての機関が 策定済み ) 

資源エネ、 ルギー市長官 

原子力安全・ 保安院長 

裁判官弾劾裁判所事務局長 

国土交通大臣 

平成 1 7 年 3 月 
気象庁長官 

衆議院法制局長 平成 1 7 年 3 月 
海上保安庁長官 

高等海難審判庁長官 

国立国会図書館長 平成 1 7 年 3 月 環境大臣 平成 1 7 年 3 月 

裁判官訴追委員会事務局長上座一会計検査院長 平成 1 7 年 3 月   
内閣官房 平成 1 7 年 3 月 人事院総裁 平成「 7 年 3 月   
内閣水府 平成「 7 年 3 月 l 宮内庁長官 平成 1 1 年 3 月 

内閣法制局長官 平成 1 7 年 3 月   国税庁 平成 1 7 年 2 月 

総務大臣 

公害等調整委員会委員長 平成 1 7 年 3 月 公正取引委員会委員長 平成「 7 年 3 月 

消防庁長官 

法務大臣 

公安審査委員会委員長 平成「 G 年 「 2 月 金融庁長官 平成 1 年 3  月 

公安調査庁長官 

外務大臣 平成 1 7 年 3 月 @ 警察庁長官 平成 1 7 年 3 月   
防衛庁長官 

財務大臣 平成「 7 年 3 月 
防衛施設庁長官 

平成 1 7 年 3 月 

文部科学大臣 
平成「 7 年 3 月 最高裁判所事務総長 

文化庁長官 
平成 1 7. 年 「 月 

厚生労働大臣 
平成 1 6 年 4 月 

社会保険庁長官 
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② 失策定都道府県 数 4 県 

  都道府県名   策定予定時期 

山形県 平成 1 7 年 6 月 

兵庫県 平成 1 7 年 6 月 

奈良県 平成 1 7 年 5 月 

鳥取県 平成 1 7 年 5 月 

[ 市区町村 ( 市町村長部局 )] G 過半数の市区町村が 策定済み ) 

① 策定 済 市区町村 数 「， 3 1 0 市区町村 (5 4. 2%)   
  「 

  

: 策定時期   

    

    ①平成 1 6 年 1 2 月以前 
  Ⅰ l 9% 

    

:  ②平成 1 7 年 1 月 Ⅱ ll 5% ! 
  

      ③平成「 7 年 2 月 3. 7%  @ 
  

@  ④平成 17 年 3 月 9 2. 9%@ ! 
  

し一一一一一一一 - 一一一一一 - 一一一一一一一一一 - 一一一 -- 一一一一一一一一一一一一一 --- 一一一一一一一一一一 - 一一一一一一 1 
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② 失策定市区町村 数 「， 1 0 8 市区町村 (45. 8%) 

Ⅹパーセントは 平成 1 7 年 4 月「 日 現在の市区町村 数 (2, 4 「 8) に対する割合 

③ 失策定市区町村における 失策定の理由 ( 主なもの ) 

  市町村合併に 伴い、 職員の勤務条件に 関する調整作業があ ったため。 

  職員組合及び 関係機関との 協議に時間を 要したため 

  地域行動計画策定後に 策定する予定であ るため 

[= 後の対応 ] 

市町村レベルでの 取組にやや遅れがみられる。 市町村合併があ った場合に 
特定事業主行動計画の 策定が、 合併に伴う勤務条件の 調整等の作業と 並行し 
たことなどが 影響しているものと 考えられるが、 早期に策定が 行われるよう 
働きかけていく。 
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